
















































































































































































































































































































































差別化戦略 69件 コスト・リーダーシップ戦略 3件
















































































既存の非重要顧客 競合企業は注力せず 集中戦略：ローエンド集中戦略 2３ 




































市場実績大 2０（74％） ７（26％） 2７ 
市場実績小 4０（33％） 8３（67％） 123 




























差別化戦略、コスト戦略 ８（14％） 4８（86％） 5６ 
集中戦略 3２（48％） 3５（52％） 6７ 
全体 4０（33％） 8３（67％） 123 
成功 失敗 合計
ハイエンド集中戦略 ２（18％） ９（82％） 1１ 
ローエンド集中戦略
新市場集中戦略 3０（54％） 2６（46％） 5６ 






































企業提携 ６（40％） ９（60％） 1５ 
企業提携なし ２（５％） 3９（95％） 4１ 

































ニーズ確認 2１（95％） １（５％） 2２ 
他市場に存在 ７（50％） ７（50％） 1４ 
ニーズ未確認 ２（10％） 1８（90％） 2０ 





















































































ローリスク分野 4１（89％） ５（11％） 4６ 
ミドルリスク分野 1３（42％） 1８（58％） 3１ 
ハイリスク分野 ６（８％） 6７（92％） 7３ 
合計 6０（40％） 9０（60％） 150 
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業主体｣、「ブレークダウンされたポーターの基本戦略」であり、さらに「企業提携｣、
「ニーズの確認度合い」であることが明らかとなった。
第３は、「判断基準の明確化」であり、判断の窓意性を防ぐことであった。上記の
主な評価項目については、それぞれ定義が明確にされている。
以上のことから、新しい事業性評価方法は、３つの条件を満たしており、実際に＋
分活用できるといえよう。
②金融機関（制度金融、銀行等）における実際の活用法
実際に研究開発型ベンチャー企業の新製品開発を、金融機関等が評価する場合には、
事業性評価法をもとに、経営資源評価等も加えて、最終判断を行うことが求められる。
まず、事業性評価法によって、各リスク分野を見定めることが基本である。この段
階で、ハイリスクと評価された案件については、採択を見送るべきであろう。
ローリスク及びミドルリスクと評価された案件については、従来方法による経営資
源評価を加える。経営者評価や技術力・販売力等の評価である。ここで、何らかの大
きな問題が見出されたら、この案件は回避されるべきである。
経営資源評価に問題のないローリスク案件は、制度金融・銀行融資ともに、前向き
な判断となる。経営資源評価に問題のないミドルリスク案件について、各機関の目的
に応じた評価（経済・社会への貢献性等）が加えられて、最終的な判断が下されるべ
きである。
③その他の組織における活用方法
本研究における事業性評価方法は、制度金融や銀行等の間接金融機関を直接の対象
として、構築された。しかし、現実の応用範囲は、これ以外にも少なくないと考えら
れる。
第１は、ベンチャーキャピタルである。ローリスク分野については、積極的な対応
が期待される。ミドルリスク分野については､事業の成長｣性という評価項目を加えて、
最終判断を行うことが求められよう。ハイリスク分野については、事業の成長性が顕
著な場合のみ、検討の対象とすべきであろうと考えられる。
第２は、研究開発型ベンチャー企業の戦略策定に活用できる。
ローリスク分野については、原則として、その開発を推し進めるべきであろう。し
かし、ハイリスク分野については、用途開発を見直す、あるいは企業提携を試みるこ
となどによって、そのリスクを低下させるべきである。リスクの低下手段が見つから
ない場合には、その新製品開発は早い段階で中止すべきである。
ミドルリスク分野については、事業リスク以外に、幾つかの条件を合わせて考慮す
ることが求められる。第１の条件は、企業全体の経営体力、特に財務体力である。そ
の開発が失敗した場合に、企業全体が持ち堪えることができるかどうかである。第２
は、経営者自身のリスクである。制度金融や銀行融資等の場合には、ベンチャーキャ
ピタルと比べて、「株式権利の希薄化」という問題がない代わりに、通常は債務に対
する個人保証の問題がある。したがって、この場合は、ベンチャーキャピタルからの
調達に比べて、やや慎重な検討が望まれよう。第３は、関係者の支援体制である。産
学連携･地域の関係機関等の力が、どの程度引き出せるかである。この点については、
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新製品開発の持つ経済・社会的な意義が問われることは、いうもでもない。
④大学発ベンチャーや大企業内ベンチャー等における活用
一般的に、経営資源という面では、大学発ベンチャーや大企業内ベンチャーの方が、
研究開発型ベンチャー企業よりも豊富である。したがって、研究開発型ベンチャー企
業におけるリスク判断よりは、多少なりともプラス評価を加えることができよう。
しかし、外部環境によって大きく左右される事業'性の面では、大学発ベンチャーや
大企業内ベンチャーなどと、研究開発型ベンチャー企業との間で基本的な差異は小さ
いものと考えられる。「市場の競争条件を勘案した適切な基本戦略の策定と、顧客ニ
ーズの確認等は、成功への必要条件である」といえよう。
5.2残された研究課題
最後に、残された研究課題を２点ほど提示して、本研究を終えることとしたい。
第１は、本提案の事業性評価法を、従来からの経営資源評価とともに実際の新製品開発
評価に適用し、その効果をフォローし、方法論に磨きをかけていくことである。ＵＦＪベン
チャー育成基金においては、既に新たな評価法を取り入れているが、この効果を中長期的
にフォローしていく所存である。
第２は、バイオ・新素材等に対する事業性評価法の構築である。本研究による事業性評
価方法と、個別ケースの付き合せによって、この事業性評価法がどの程度適用されるのか
を検証したい。適用されないのであれば、新しい評価方法の構築が課題となる。
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